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令
和
５
年
度
の
地
方
財
政
の
課
題

１
．
感

染
症

へ
の
対
応
、
持
続
可
能
な
地
域

社
会

の
実

現
等
の
重

要
課

題
へ

の
対
応

「
経

済
財

政
運

営
と

改
革

の
基

本
方

針
2
0
22

」
等

を
踏

ま
え

、
地

方
団

体
が

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
に

対
応

す
る

と
と

も
に

、

デ
ジ

タ
ル

変
革

（
Ｄ

Ｘ
）
へ

の
対

応
や

グ
リ
ー

ン
化

（
Ｇ

Ｘ
）
の

推
進

、
地

方
へ

の
人

の
流

れ
の

強
化

等
に

よ
る

活
力

あ
る

地
域

づ
く

り
の

推
進

、
防

災
・
減

災
、

国
土

強
靱

化
を

始
め

と
す

る
安

全
・
安

心
な

く
ら

し
の

実
現

、
人

へ
の

投
資

な
ど

、
持

続
可

能
な

地
域

社
会

の

実
現

等
に

取
り

組
む

こ
と

が
で

き
る

よ
う

、
安

定
的

な
税

財
政

基
盤

を
確

保
。

２
．

地
方
の

一
般
財
源
総
額

の
確
保

(1
)

社
会

保
障

関
係

費
の

増
加

が
見

込
ま

れ
る

中
、

地
方

団
体

が
、

上
記

１
に

掲
げ

た
重

要
課

題
に

対
応

し
つ

つ
、

行
政

サ
ー

ビ
ス

を
安

定
的

に
提

供
で

き
る

よ
う

、
「
新

経
済

・
財

政
再

生
計

画
」、

「
経

済
財

政
運

営
と

改
革

の
基

本
方

針
20

22
」
等

を
踏

ま
え

、
交

付

団
体

を
始

め
地

方
の

安
定

的
な

財
政

運
営

に
必

要
と

な
る

一
般

財
源

の
総

額
に

つ
い

て
、

令
和

４
年

度
地

方
財

政
計

画
の

水
準

を
下

回
ら

な
い

よ
う

実
質

的
に

同
水

準
を

確
保

。

(2
)

地
方

交
付

税
に

つ
い

て
は

、
極

め
て

厳
し

い
地

方
財

政
の

現
状

等
を

踏
ま

え
、

本
来

の
役

割
で

あ
る

財
源

調
整

機
能

と
財

源
保

障
機

能
が

適
切

に
発

揮
さ

れ
る

よ
う

、
総

額
を

適
切

に
確

保
す

る
と

と
も

に
、

臨
時

財
政

対
策

債
の

発
行

を
抑

制
。

(3
)

地
方

分
権

推
進

の
基

盤
と

な
る

地
方

税
収

を
確

保
し

つ
つ

、
税

源
の

偏
在

性
が

小
さ

く
税

収
が

安
定

的
な

地
方

税
体

系
を

構
築

。

東
日

本
大
震

災
に
係
る
地
方
の
復
旧
・
復
興

事
業

等
の

事
業
費
及

び
財

源
の

確
実
な
確

保

東
日

本
大

震
災

の
復

旧
・
復

興
事

業
等

に
つ

い
て

、
通

常
収

支
と

は
別

枠
で

整
理

し
、

所
要

の
事

業
費

及
び

財
源

を
確

実
に

確
保

。

【
東

日
本
大

震
災
分
】

【
通

常
収
支

分
】

３
．

自
治
体

Ｄ
Ｘ
の
推
進
と
財
政
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト

の
強

化

デ
ジ

タ
ル

社
会

の
基

盤
で

あ
る

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
の

利
活

用
拡

大
等

に
よ

る
住

民
サ

ー
ビ

ス
の

向
上

の
た

め
の

取
組

の
推

進

や
自

治
体

情
報

シ
ス

テ
ム

の
標

準
化

・
共

通
化

な
ど

自
治

体
Ｄ

Ｘ
を

推
進

す
る

と
と

も
に

、
公

共
施

設
等

の
適

正
配

置
や

老
朽

化
対

策
等

の
推

進
、

財
政

状
況

の
「
見

え
る

化
」
、

公
営

企
業

会
計

の
適

用
拡

大
、

水
道

・
下

水
道

の
広

域
化

や
公

立
病

院
経

営
強

化
プ

ラ
ン

の
推

進
等

に
よ

る
公

営
企

業
の

経
営

改
革

な
ど

、
地

方
団

体
の

財
政

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト
を

強
化

。
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(通
常

収
支

分
)

（単
位

：兆
円

）

Ｒ
４

計
画

Ａ
Ｒ

５
仮

試
算

Ｂ
増

減
額

Ｂ
-Ａ

増
減

率
（％

）
仮

試
算

の
考

え
方

Ｒ
４

計
画

Ａ
Ｒ

５
仮

試
算

Ｂ
増

減
額

Ｂ
-Ａ

増
減

率
（％

）
仮

試
算

の
考

え
方

地
方

税
等

43
.8

45
.0

1.
2

2.
6

給
与

関
係

経
費

20
.0

19
.9

△
0.

0
△

 0
.2

地
方

税
41

.2
42

.3
1.

1
2.

7
退

職
手

当
以

外
18

.5
18

.8
0.

3
1.

6
R

4人
事

院
勧

告
（令

和
4年

8
月

8日
）を

反
映

地
方

譲
与

税
2.

6
2.

6
0.

0
1.

5
退

職
手

当
1.

4
1.

1
△

0.
3

△
 2

3.
9

定
年

引
上

げ
に

伴
う

平
準

化
に

よ
る

減

地
方

特
例

交
付

金
等

0.
2

0.
2

△
0.

0
△

 5
.8

一
般

行
政

経
費

41
.4

42
.0

0.
6

1.
4

社
会

保
障

関
係

費
の

増

地
方

交
付

税
18

.1
18

.2
0.

1
0.

8
補

助
23

.5
24

.0
0.

5
2.

3

国
庫

支
出

金
14

.9
15

.1
0.

3
1.

7
社

会
保

障
関

係
費

の
増

単
独

14
.9

14
.9

0.
0

0.
1

地
方

債
7.

6
7.

1
△

0.
5

△
 6

.3
国

民
健

康
保

険
・後

期
高

齢
者

医
療

制
度

関
係

事
業

費
1.

5
1.

5
0.

0
2.

7

う
ち

臨
時

財
政

対
策

債
1.

8
1.

3
△

0.
5

△
 2

6.
9

ま
ち

・ひ
と

・し
ご

と
創

生
事

業
費

1.
0

1.
0

0.
0

0.
0

そ
の

他
6.

0
6.

0
0.

0
0.

0
R

4年
度

同
額

地
域

社
会

再
生

事
業

費
0.

4
0.

4
0.

0
0.

0

90
.6

91
.6

1.
1

1.
2

地
域

デ
ジ

タ
ル

社
会

推
進

費
0.

2
0.

2
0.

0
0.

0

う
ち

一
般

財
源

63
.9

64
.7

0.
8

1.
3

注
）２

参
照

投
資

的
経

費
12

.0
12

.0
0.

0
0.

0
　

　
　

R
4年

度
同

額

う
ち

（水
準

超
経

費
除

き
）

一
般

財
源

62
.0

62
.2

0.
2

0.
3

（交
付

団
体

ベ
ー

ス
）

直
轄

・補
助

5.
7

5.
7

0.
0

0.
0

単
独

6.
3

6.
3

0.
0

0.
0

維
持

補
修

費
1.

5
1.

5
0.

0
0.

0

公
営

企
業

繰
出

金
2.

4
2.

4
△

0.
0

△
 0

.7

公
債

費
11

.4
11

.3
△

0.
1

△
 0

.8

水
準

超
経

費
1.

9
2.

5
0.

6
33

.0

計
90

.6
91

.6
1.

1
1.

2

う
ち

一
般

歳
出

75
.9

76
.4

0.
6

0.
7

区
分

区
分

歳 　 　 　 　 　 入

「中
長

期
の

経
済

財
政

に
関

す
る

試
算

」（
令

和
4年

7月
29

日
内

閣
府

）に
よ

る
各

種
指

標
等

を
用

い
て

試
算

歳 　 　 　 　 出

計

「令
和

５
年

度
地

方
交

付
税

・地
方

特
例

交
付

金

等
の

概
算

要
求

の
詳

細
」

参
照

令
和
５
年
度

地
方
財
政
収
支
の
仮
試
算
【
概
算
要
求
時
】

○
令

和
５

年
度

地
方

財
政

収
支

の
仮

試
算

は
、

「経
済

財
政

運
営

と
改

革
の

基
本

方
針

20
2
2」

等
を

前
提

と
し

つ
つ

、
・

地
方

税
等

は
、

令
和

３
年

度
税

収
実

績
見

込
や

内
閣

府
試

算
に

よ
る

名
目

成
長

率
等

に
よ

り
機

械
的

に
積

算
。

・
各

歳
出

は
、

前
年

度
同

額
の

据
置

き
を

基
本

と
し

つ
つ

、
社

会
保

障
関

係
費

等
に

つ
い

て
は

、
過

去
の

実
績

等
を

踏
ま

え
て

、
大

枠
で

積
算

。
退

職
手

当
に

つ
い

て
は

、
地

方
公

務
員

の
定

年
引

上
げ

を
踏

ま
え

、
令

和
５

年
度

と
令

和
６

年
度

の
所

要
額

を
平

準
化

し
て

計
上

。

○
一

般
財

源
総

額
は

、
対

前
年

度
比

＋
0.

8兆
円

の
64

.7
兆

円
（水

準
超

経
費

を
除

く
交

付
団

体
ベ

ー
ス

は
、

対
前

年
度

比
＋

0.
2兆

円
の

62
.2

兆
円

）。
地

方
交

付
税

総
額

は
、

対
前

年
度

比
＋

0.
1兆

円
の

18
.2

兆
円

。
臨

時
財

政
対

策
債

は
、

対
前

年
度

比
▲

0.
5
兆

円
の

1.
3兆

円
。

注
）

１
地

方
財

政
対

策
等

に
関

し
、

仮
試

算
の

過
程

に
お

い
て

見
込

ま
れ

た
財

源
不

足
の

補
塡

に
つ

い
て

の
考

え
方

等
に

つ
い

て
は

「令
和

５
年

度
地

方
交

付
税

の
概

算
要

求
の

概
要

」の
と

お
り
で

あ
る

。

２
「一

般
財

源
」は

、
地

方
税

等
、

地
方

特
例

交
付

金
等

、
地

方
交

付
税

及
び

臨
時

財
政

対
策

債
の

合
計

額
で

あ
る

。

３
退

職
手

当
に

つ
い

て
は

、
地

方
公

務
員

の
定

年
引

上
げ

を
踏

ま
え

、
令

和
５
年

度
と

令
和

６
年

度
の

所
要

額
を

平
準

化
し

て
計

上
し

て
い

る
。

４
地

域
デ

ジ
タ

ル
社

会
推

進
費

の
取

扱
い

に
つ

い
て

は
、

「デ
ジ

タ
ル

田
園

都
市

国
家

構
想

基
本

方
針

」を
踏

ま
え

、
予

算
編

成
過

程
で

必
要

な
検

討
を

行
う
。

５
東

日
本

大
震

災
に

係
る

地
方

の
復

旧
・復

興
事

業
等

に
係

る
財

源
の

確
保

に
つ

い
て

は
、

事
項

要
求

と
す

る
。

６
表

示
単

位
未

満
四

捨
五

入
の

関
係

で
、

積
上

げ
と

合
計

、
増

減
率

が
一

致
し

な
い

場
合

が
あ

る
。
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令
和
５

年
度

地
方
交
付
税
の
概
算
要
求
の
概
要

【
要

求
の
考

え
方
】

○
「
新

経
済

・
財

政
再

生
計

画
」
、

「
経

済
財

政
運

営
と

改
革

の
基

本
方

針
20

22
」
等

を
踏

ま
え

、
交

付
団

体
を

始
め

地
方

の
安

定
的

な

財
政

運
営

に
必

要
と

な
る

一
般

財
源

の
総

額
に

つ
い

て
、

令
和

４
年

度
地

方
財

政
計

画
の

水
準

を
下

回
ら

な
い

よ
う

実
質

的
に

同
水

準
を

確
保

。

○
地

方
交

付
税

に
つ

い
て

は
、

本
来

の
役

割
が

適
切

に
発

揮
さ

れ
る

よ
う

総
額

を
確

保
す

る
こ

と
と

し
1
8
.2

兆
円

を
要

求
す

る
と

と
も

に
、

交
付

税
率

の
引

上
げ

を
事

項
要

求
。

○
東

日
本

大
震

災
の

復
旧

・
復

興
事

業
等

に
つ

い
て

、
通

常
収

支
と

は
別

枠
で

整
理

し
、

地
方

の
所

要
の

事
業

費
及

び
財

源
を

確
実

に
確

保
。

【
要

求
内
容

】

（
1
）

令
和

５
年

度
に

お
い

て
、

引
き

続
き

巨
額

の
財

源
不

足
が

生
じ

（
2.

4
兆

円
）
、

平
成

８
年

度
以

来
28

年
連

続
し

て
地

方
交

付
税

法
第

６
条

の
３

第
２

項
の

規
定

に
該

当
す

る
こ

と
が

見
込

ま
れ

る
こ

と
か

ら
、

同
項

に
基

づ
く

交
付

税
率

の
引

上
げ

に
つ

い
て

事
項

要
求

す
る

。

（
2
）

財
源

不
足

の
補

塡
に

つ
い

て
は

、
令

和
４

年
度

ま
で

に
講

じ
て

い
た

方
式

と
同

様
の

方
式

と
仮

置
き

し
て

積
算

し
て

い
る

。

（
3
）

東
日

本
大

震
災

に
係

る
地

方
の

復
旧

・復
興

事
業

等
に

係
る

財
源

の
確

保
に

つ
い

て
は

、
事

項
要

求
と

す
る

。

（
4
）

こ
の

概
算

要
求

は
、

仮
置

き
の

計
数

で
あ

り
、

経
済

情
勢

の
推

移
、

税
制

改
正

の
内

容
、

国
の

予
算

編
成

の
動

向
等

を
踏

ま
え

、
地

方
財

政
の

状
況

等
に

つ
い

て
検

討
を

加
え

、
予

算
編

成
過

程
で

調
整

す
る

。

【
上

記
に
基

づ
く
概
算
要
求
の
姿
】

○
地

方
交

付
税

（
地

方
団

体
へ

の
交

付
ベ

ー
ス

）

1
8
兆

1
,9

3
1億

円
＋

事
項

要
求

（
Ｒ

４
1
8
兆

5
38

億
円

）

（
Ｒ

４
比

＋
1
,3

9
3
億

円
）
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一
般

財
源

総
額

6
4
.7

兆
円

（
＋

0
.8

兆
円

）

水
準

超
経

費
を

除
く
交

付
団

体
ベ

ー
ス

6
2
.2

兆
円

（
＋

0
.2

兆
円

）

国
庫

支
出

金
1
5
.1

 (
＋

0
.3

)

地
方

債
等

1
1
.1

（
0
.0

）

地
方

税
・
地

方
譲

与
税

等
4
5
.2

 （
＋

1
.1

）

地
方

交
付

税
1
8
.2

 (
＋

0
.1

)

地
方

国

+
 １

．
３

兆
円

（
▲

１
．

１
兆

円
）

交
付

税
特

別
会

計
国

の
一

般
会

計

１
６

．
９

兆
円

（
＋

１
．

２
兆

円
）

交
付

額
交

付
税

特
会

へ
の

「
入

口
」

ベ
ー

ス

交
付

税
特

会
か

ら
の

「
出

口
」

ベ
ー

ス

・
交

付
税

法
定

率
分

（
国

税
４

税
）

1
6
.5

兆
円

（
＋

0
.8

兆
円

）

・
法

定
加

算
・
覚

書
加

算

0
.4

兆
円

（
＋

0
.4

兆
円

）

１
８

．
２

兆
円

（
＋

０
．

１
兆

円
）

令
和
５
年
度

地
方
交
付
税
の
姿
（
概
算
要
求
）

臨
時

財
政

対
策

債

１
．

３
兆

円

（
▲

０
．

５
兆

円
）

＋
・

交
付

税
法

定
率

分
（
地

方
法

人
税

）

1
.9

兆
円

（
＋

0
.2

兆
円

）

・
特

会
借

入
金

の
元

利
償

還
金

▲
0
.6

兆
円

（
＋

0
.0

兆
円

）

・
前

年
度

か
ら

の
繰

越
・
剰

余
金

の
活

用

ｰ
兆

円
（
▲

1
.3

兆
円

）

【
参

考
】令

和
５

年
度

地
方

財
政

収
支

（仮
試

算
）

（
単

位
：
兆

円
）

歳
出

9
1
.6

兆
円

（
＋

1
.1

）

歳
入

9
1
.6

兆
円

（
＋

1
.1

）

財
源

不
足

額
2
.4

兆
円

（
▲

0
.1

兆
円

）

※
１

表
示

単
位

未
満

四
捨

五
入

の
関

係
で

積
上

げ
と

合
計

が
一

致
し

な
い

場
合

が
あ

る
。

※
２

（
）
内

は
令

和
４

年
度

地
方

財
政

計
画

か
ら

の
増

減
額

給
与

関
係

経
費

1
9
.9

 （
▲

0
.0

）

一
般

行
政

経
費

4
2
.0

(＋
0
.6

）

投
資

的
経

費
1
2
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（
0
.0

）

公
債

費
1
1
.3

 （
▲

0
.1

）

そ
の

他
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＋

0.6
）

②
①

③

①
地

方
交

付
税
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う

ち
法

定
加
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0
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＋
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臨
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財
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③
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発
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（
0
.0

）
4



（
単

位
：
億

円
）

令
和

５
年

度
令

和
４
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方
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人

税
×
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成
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方
法
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税
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算

精
算

分
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還

金

特
別

会
計

借
入

金
償

還
額

特
別

会
計

借
入

金
利

子

剰
余

金
の

活
用

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

の
公

庫
債

権
金

利
変

動
準

備
金

の
活

用

前
年

度
か

ら
の

繰
越

金

計
　

④
＋

⑤
＋

⑥
＋

⑦
＋

⑧
＋

⑨
＋

⑩
＝

⑪

臨
時

財
政

対
策

特
例

加
算

額

平
成

2
8
年

度
国

税
４

税
決

算
精

算
分

　

（
小

計
）

一
般

会
計

か
ら

の
加

算
分

法
定

加
算

等

区
分

一 般 会 計 か ら の 繰 入 れ

国
税

４
税

の
法

定
率

分
等

所
得

税
×

33
.1

％

法
人

税
×

33
.1

％

酒
税

×
50

％

消
費

税
×

19
.5

％

（　
　

　
小

　
　

計
　

　
　

）

過
年

度
補

正
予

算
精

算
分

　
　

（注
1）

（
単

位
：
億

円
）

令
和

５
年

度
令

和
４

年
度

増
減

額
当

初
要

求
額

当
初

予
算

額
（
A

－
B

)
Ａ

Ｂ
C

Ｃ
／

Ｂ

事
項

要
求

9
2
9

－
－

復
興

特
会

か
ら

の
繰

入
れ

  
  

  
  

  
  

  
  

（
注

2
）

増
減

率
区

分

令
和
５
年
度

地
方
交
付
税
・
地
方
特
例
交
付
金
等
の
概
算
要
求
の
詳
細

（
交
付
税
及
び
譲
与
税
配
付
金
特
別
会
計
）

１
．
通

常
収

支
分

２
．

東
日
本

大
震
災
分

（
注

１
）
平

成
2
0、

2
1、

令
和

元
年

度
補

正
予

算
に

お
け

る
臨

時
財

政
対

策
債

振
替

加
算

相
当

額
の

精
算

分
で

あ
る

。
（
注

２
）
令

和
４

年
度

当
初

予
算

額
に

は
、

返
還

金
（1

0
億

円
）を

含
む

。
（
注

３
）
表

示
単

位
未

満
四

捨
五

入
の

関
係

で
、

積
上

げ
と

合
計

、
増

減
率

が
一

致
し

な
い

場
合

が
あ

る
。

【
地

方
交

付
税

】

１
こ

の
概

算
要

求
は

、
「
新

経
済

・
財

政
再

生
計

画
」
、

「
経

済
財

政
運

営
と

改
革

の
基

本
方

針
2
0
2
2
」
等

を
前

提
と

し
た

仮
置

き
の

計
数

で
あ

る
。

そ
の

考
え

方
等

は
「
令

和
５

年
度

地
方

交
付

税
の

概
算

要
求

の
概

要
」
の

と
お

り
で

あ
る

。

２
令

和
５

年
度

に
お

い
て

、
引

き
続

き
巨

額
の

財
源

不
足

が
生

じ
（
2
.4

兆
円

）
、

平
成

８
年

度
以

来
2
8
年

連
続

し
て

地
方

交
付

税
法

第
６

条
の

３
第

２
項

の
規

定
に

該
当

す
る

こ
と

が
見

込
ま

れ
る

こ
と

か
ら

、
同

項
に

基
づ

く
交

付
税

率
の

引
上

げ
に

つ
い

て
事

項
要

求
す

る
。

３
国

税
及

び
地

方
税

の
税

収
見

積
り

等
に

つ
い

て
は

、
名

目
経

済
成

長
率

等
に

つ
い

て
一

定
の

前
提

を
置

き
、

機
械

的
に

積
算

し
て

い
る

。

４
地

方
交

付
税

を
国

税
収

納
金

整
理

資
金

か
ら

、
直

接
、

交
付

税
及

び
譲

与
税

配
付

金
特

別
会

計
に

繰
り

入
れ

る
措

置
に

つ
い

て
、

今
後

、
検

討
を

行
い

、
必

要
な

場
合

に
は

、
法

改
正

及
び

要
求

の
修

正
を

行
う

。

【
地

方
特

例
交

付
金

等
】

こ
の

概
算

要
求

は
、

仮
置

き
の

計
数

で
あ

り
、

令
和

５
年

度
所

要
見

込
額

を
仮

に
計

上
し

て
い

る
。

今
後

、
経

済
情

勢
の

推
移

、
税

制
改

正
の

内
容

、
国

の
予

算
編

成
の

動
向

等
を

踏
ま

え
、

要
求

の
修

正
を

行
う

。

【
東

日
本

大
震

災
分

】
東

日
本

大
震

災
に

係
る

地
方

の
復

旧
・
復

興
事

業
等

に
係

る
財

源
の

確
保

に
つ

い
て

は
、

事
項

要
求

と
す

る
。
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